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Ⅰ．吉野町人口ビジョンの位置づけ 

（１）本町の将来推計人口  

本町では、平成 23年度を初年度として策定した「吉野町第 4次総合計画」において、平

成 32年度の本町将来人口を 7,500人と想定し、まちづくりを進めているところですが、国立

社会保障・人口問題研究所の「日本の地域別将来推計人口（平成２５年３月推計）」によると

2020年（平成 32年）には 6,734人、2040年（平成 52年）には 3,621人にまで減少すると

見込まれています。 

そこで、本町では、国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」の趣旨を尊重しつつ、本町の

人口の現状と将来の姿を示し、今後の目指すべき将来の方向を提示するものとして、「吉野

町人口ビジョン」を策定します。「吉野町人口ビジョン」は、あわせて策定する「吉野町まち・ひ

と・しごと創生総合戦略」において効果的な施策を企画立案する上で重要な基礎として位置

づけます。 

 

出所：1970～2010年「国勢調査」、                                           

2015年以降「国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 25年 3月推計）」 

（２）本町の人口ピラミッド 

国立社会保障・人口問題研究所の「日本の地域別将来推計人口（平成２５年３月推計）」

によると 2040 年（平成 52 年）の本町人口は 3,621 人と予測されており、高齢化率は 57％

に達すると予想されています。また、国から提供された地域経済分析システム「ＲＥＳＡＳ」を

用い、2010 年（平成 22 年）と 2040 年（平成 52 年）の人口ピラミッド（図２、図 3）を作成し、

比較すると、本町の人口構造の変化を確認することができます。 

本町では、「吉野町第 4 次総合計画」に掲げる「いのちが輝き笑顔あふれる吉野町～自

然の恵みと歴史文化が息吹くこころのふるさと吉野町～」の実現に向けて、第２項より、正確

な現状分析・将来分析を行い、効果的な施策を検討していきます。 

（人） 

図１ 
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◆2010 年（平成 22 年）国勢調査 ８，６４２人 

 

◆2040 年（平成 52 年）将来推計人口 ３，６２１人 

 

出所：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 25 年 3 月推計）」 

 

 

図２ 

図３ 
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Ⅱ．吉野町の人口の現状分析 

（１）人口の推移 

年少人口及び生産年齢人口がともに減少傾向であることから、総人口は、年々減少傾向

にあります。しかしながら、老年人口は増加傾向にあることから、親・高齢者を残して若年層、

子育て世代が進学・就職等を理由に転出していると想定されます。また、人口の減少傾向と

は別に世帯数は横ばいで推移していることから、単身世帯の増加傾向が見られます。 

①総人口・世帯数推移 

 

②人口三区分別の人口推移 

 

出所：2010 年以前「国勢調査」、2014 年「吉野町住民基本台帳」 

（人・世帯） 

（人） 

図４ 

図５ 
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（２）自然増減に関する分析 

1980 年（昭和 55 年）代後半から 1990 年（平成 2年）代前半のいわゆるバブル経済期を境

に死亡数が出生数を上回っています。 

合計特殊出生率は微増傾向に転じたものの、国、奈良県と比して低水準で推移しています。

また、今後も死亡数の増加が想定されることから、人口の自然減少傾向に歯止めがかからな

い現状です。 

① 自然増減の推移 

 

出所：1995～2010 年総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」      

1990 年以前・2014 年「吉野町住民基本台帳」 

② 合計特殊出生率の推移 

  

出所：厚生労働省「人口動態保健所・市町村統計」                                  

※吉野町数値は、「1998 年-2002 年」「2003 年-2007 年」「2008 年-2012 年」の区間データ 

合計特殊出生率とは・・・ 

一人の女性が、一生の間に生むで

あろう子どもの数を表し、15 歳から

49 歳の女性の年齢ごとの出生率を

合計した数字です。 

2.07 が人口維持の目安です。 

（人） 

（人） 

図６ 

図７ 
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③ 女性人口の推移と合計特殊出生率 

ここでは、人口の自然減少が続いている背景から、出産・子育て世代である年齢別の女性

の人口動態を分析しています。本町では、15～44 歳までの女性人口の減少が続き、合計特

殊出生率も 1.1 と低水準（県内ワースト 3 位）となっていることが、急速に少子高齢化が進ん

でいる要因と考えられます。近隣他市町村と比較し、年齢別の出生率の傾向に大きな差異は

ないものの、全体の出生率が低くなっています。これらのことから、進学・就職等による人口流

出に歯止めをかけ、出産、子育てをしやすい環境作りが急務となっていると言えます。 

◆女性人口の推移（15 歳～44 歳） 

 

 出所：2010 年以前「国勢調査」、2014 年「吉野町住民基本台帳」 

◆女性の年齢別出生率、合計特殊出生率比較（県内他市町村比較H20～H24 年） 

 

出所：平成 20 年～平成 24 年厚生労働省「人口動態保健所・市町村統計」 

（人） 

（％） 

（人） 

図８ 

図９ 
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④ 有配偶者率の推移 

本町の出生率が低水準で推移していることから、ここでは、男女別の有配偶者率の推移に

ついて分析しています。有配偶者率が、男女とも、すべての年齢層において、概ね減少傾向

が続いていますが、特に男性の有配偶者率の減少幅が大きくなっています。 

◆男性 

 

◆女性 

 

出所：国勢調査 

 

 

図１０ 

図１１ 
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⑤ 年齢階級別有配偶者率（県内他市町村比較） 

有配偶者率を県内他市町村と比較した場合、男女ともに 30 歳代前半までの有配偶者率

が低くなっています。特に男性の有配偶者率が全年齢層で低水準となっています。有配偶者

率の低下が、人口減少及び少子高齢化の大きな要因であると推測できます。 

◆男性 

 

◆女性 

 

出所：平成 22 年国勢調査 

 

 

 

図１２ 

図１３ 
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（３）社会増減に関する分析 

1970 年（昭和 45 年）代の高度経済成長期以降転出者数が増加し、1980 年（昭和 55 年）

代後半から 1990 年（平成 2年）代前半のいわゆるバブル経済期を境に転入者、転出者とも

に減少傾向ではあるものの、転出超過の傾向が続いています。 

① 社会増減の推移 

 

出所：1995～2010 年総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」     

1990 年以前・2014 年「吉野町住民基本台帳」 

② 転入・転出の状況【2013 年（平成 25 年）】 

 

27 33 

36 
53 

48 146 
27 

35 

吉野郡内 

県内（吉野郡外） 
県外（近畿以外） 

県外（近畿） 

◆転入・転出と純移動数 （単位：人） 

（人） 

図１４

５ 

図１５ 

表１ 
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◆県内市町村への人口移動【2013 年（平成 25 年）】 

 

◆県外への人口移動【2013 年（平成 25 年）】 

 

出所：「住民基本台帳人口移動報告」 

③ 年齢階級別人口移動（長期的動向） 

地域経済分析システム「ＲＥＳＡＳ」を活用し、本町における年齢階級別純移動数の時系列

分析を行ったところ、男女ともに 15～19 歳から 20 歳～24 歳になるときに大幅な転出超過で

推移しており、大学進学、就職時に転出している傾向が見受けられます。1980 年（昭和 55 年）

→1985 年（昭和 60 年）以降、25 歳～29 歳から 30 歳～34 歳になるときにも転出超過の傾向

が見られます。これは、1980 年（昭和 55 年）以降、町外に住宅団地が開発されたことやバブ

ル崩壊以降の本町経済の低迷などが影響し、子育て世代を中心に人口流出が進行したと推

測されます。 

 また、2010 年（平成 22 年）以降の純移動数を見ると、人口の移動状況に大きな変化はなく、

生産年齢人口の流出が進行しています。 

（人） 

（人） 

図１６ 

図１７ 
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◆年齢階級別人口移動（男性） 

 

◆年齢階級別人口移動（女性） 

 

出所：国勢調査 

  

 

（人） 

（人） 

図１８ 

図１９ 
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◆人口三区分別の移動（転入数－転出数）の状況 

 

出所：「住民基本台帳人口移動報告」 

（４）人口増減の影響度分析 

1975 年（昭和 50 年）以降、人口減少のエリアに全てプロットされています。1975 年（昭和

50 年）以降人口減少の傾向は変わらないものの、1975 年（昭和 50 年）当時は、人口の自然

増加により、大幅な人口減少ではなかったものの、1990 年（平成 2年）を境に人口の自然減

に転じて以降、人口の社会減、自然減が相まって、加速度的に人口減少が進行しています。 

◆1975 年（昭和 50 年）～2014 年（平成 26 年） 

 

出所：「吉野町住民基本台帳」 

1975 

1995 

1990 1985 

1980 

2014 
2010 

2005 

2000 

人口増加 

（人） 

図２０ 

図２１ 
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（５）産業別就業者の状況 

第 3次産業の就業者構成比が増加傾向にあり、第 2次産業の構成比は、奈良県よりも高

くなっています。産業分類別就業人口で見ると、製造業就業者が圧倒的に多く、次いで卸

売・小売業となっています。 

本町の就業構造の特徴を把握する指標として特化係数に着目すると、「林業」、「製造業」、

「宿泊業、飲食サービス業」、「生活関連サービス業」、「複合サービス業」で特化係数が 1.0

を超えており、これらの産業は全国と比較して就業者の割合が高い特徴的な産業であるとい

えます。 

 年齢別に産業別就業人口 の割合構成を見ると 、就業人口の多い「製造業」、「卸売業・小

売業」においても、60 歳以上の高齢層の割合が全体の 30％を超えています。また、50 歳以

上の割合は、全体の 50％を超えています。 

◆産業別就業者の推移 

 

◆2010 年（平成 22 年）産業分類別就業者数（奈良県比較） 

 

（人） 

図２２ 

図２３ 
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◆2010 年（平成 22 年）産業分類別就業人口の状況 

 

出所：国勢調査、総務省統計局「地域の産業・雇用創造チャート」） 

◆2010 年（平成 22 年）年齢別就業人口の割合 

 

 ※産業分類「B.漁業」、「C.鉱業，採石業，砂利採取業」は、町内就業者が 1人以下のため、グラフに掲載していません。 

出所：国勢調査 

図２４ 

図２５ 
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（６）人口の現状分析まとめ 

①人口減少社会の進展 

 本町の人口は一貫して減少を続け、2010 年（平成 22 年）国勢調査では 8,642 人にまで至

りました。本町では、高度経済成長期ごろから第 1次産業が減退し、さらにバブル経済期と重

なる 1980 年（昭和 55 年）代後半から主要産業である木材関連産業の需要低迷が続いたこと

により、町内の雇用環境が厳しさを増し、将来世代の形成が期待される若い世代を中心に進

学・就職等を理由に町外への人口流出「社会減」が進展しました。 

 さらに、この「社会減」による人口流出や町外の住宅団地の開発、町内の経済環境の厳しさ

などの影響から出産・子育て世代の人口減少が進み、合計特殊出生率も低水準で推移した

結果、出生数が死亡数を下回る「自然減」が進み、都市部に比べて数十年も早く人口減少に

至っています。 

②人口の社会減少の状況 

 本町の社会動態を見ると、県外への転出よりも、近隣市町村への大幅な転出超過の傾向が

続いています。特徴としては、本町から約３０分圏内の近隣市町村への転出者が多くなってい

ることです。県外では、転入・転出ともに大阪府が最も多くなっています。 

 年齢階級別の人口移動の状況では、15 歳～19 歳から 20 歳～24 歳になるときに大幅な転

出超過の傾向が見られることから、大学進学時に通学しやすい橿原市、桜井市、大和高田市、

大淀町などへ転出していると考えられます。 

また、20 歳～24 歳から 25 歳～29 歳、25 歳～29 歳から 30 歳～34 歳になるときにも転出

超過の傾向が見られることから、大学卒業後に本町を離れる若い世代も多くなっています。通

勤エリア圏内で就職し、通勤していたとしても、結婚を機に近隣市町村へ転出する傾向があ

ることが、有配偶者率・合計特殊出生率が全国的にみても低水準で推移している要因となっ

ています。さらに、本町への再転入や新転入などの転入超過の傾向も見られないことから、若

い世代の人口減少が続いています。 

③人口の自然減少の状況 

 若い世代の人口流出や有配偶者率の低下を背景に、出産・子育て世代の人口減少が急速

に進行しています。 

 出産・子育て世代の人口減少は、人口の自然減少を誘発する主要因となり、人口の社会減

と相まって、人口減少が加速度的に進行した要因となっています。   

 日本創生会議・人口減少問題検討分科会「ストップ少子化・地方元気戦略（平成 26 年 5 月

8 日）」の分析結果によると、大都市圏への人口移動が現在のペースで持続すると仮定した場

合、人口の再生産を中心的に担う「20～39 歳の女性人口」が 2010 年（平成 22 年）から 2040

年（平成 52 年）にかけて△84.4%（670 人→105 人）になると公表され、今後一層人口減少が

進むことが懸念されます。  
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④ 地域経済規模縮小の懸念 

戦後の高度経済成長期の日本全体の産業構造の変化に伴い、地方から都市部への人口

流出が進行しました。本町では、バブル経済期以降、国内の住宅建築の低迷により、その派

生需要としての木材需要が減退する中、主要産業である製造業、特に木材関連産業就業者

が減少しました。また、都市部の民間企業が、事業拡大等を背景に人財確保を進めたことな

ども相まって、地方から都市部への人口流出が進行したと推測されます。 

 急激な人口減少や少子高齢化によって、労働力人口の減少や消費市場の縮小を引き起こ

し、地域経済規模の縮小を招き、それが社会生活サービスの低下を招くとともに更なる人口

流出を引き起こすという悪循環を招いています。 

 

（７）人口減少問題に取り組む基本的な考え方 

 国のまち・ひと・しごと創生総合戦略に掲げる基本目標および、本町の人口の現状分析を踏

まえ、人口減少問題に取り組む基本的な考え方を次のように掲げることとします。 

① 「地域経済を活性化し、安定した雇用を創出する」 

 「産官学金労言」による連携体制の構築を基本とし、歴史・文化・産業を掘り起こし、研きを

かけ、世界に発信する魅力ある地域産業づくりに取り組みます。また、地域産業関連の起業

創業の意欲を高め地域人財養成と人財招致により、安定した雇用を創出するとともに、特に

次世代を担う若者が働きたいと感じる職場環境の創出を図ります。 

② 「地域のなかで安心して暮らし続けることができるまちづくり」 

 「吉野町まちづくり基本条例」の基本理念に基づいたまちづくりを進め、町民が安全・安心に

暮らし続けることができるまちづくりを進めます。また、地域が一体となり、吉野の未来を担う子

どもたちが地元に郷土愛・愛着心を持てるように育みます。 

③ 「若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる」 

 吉野の豊かな自然環境の中で、町民が安心して子どもを生み、育てることのできる環境を整

備し、若い世代から「吉野で子どもを生み、育てたい！」と、住む場所として選び、自ら吉野の

良さを発信してもらえるまちづくりを進めます。 

④ 「新しいひとの流れをつくる」 

吉野の良さ・魅力・ライフスタイルを知り、好きになってもらえるような情報発信を推進し、吉

野での定住・移住という新しい人の流れをつくります。また、世界遺産登録の吉野山などの地

域資源を活用し、一年を通じて魅力ある観光地づくりを行い、交流人口の増加に繋げていき

ます。 
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パターン 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年
推計①
推計②
推計③ 1.15 1.55 1.80 2.10 3.20 3.20 3.20 3.20 3.20 3.20

2.10 2.10 2.10 2.101.15 1.29 1.55 1.80 1.95 2.10

Ⅱ．吉野町の将来展望 

（１）本町における人口推計と人口置換水準の検討 

以下は社人研推計と 3 パターンの推計結果を示したものです。推計①は本町の 1980 年

（昭和 55 年）以降の転入・転出実績において、もっとも転出が抑制された期間の移動率を用

いています。推計②および③については、2020 年（平成 32 年）で転入・転出数が均衡し、

2040 年（平成 52 年）にはそれぞれのコーホート（例えば、男性 10～14 歳の階層など男女

別・5 歳別の集団のこと）の移動率が＋2.0％程度（たとえば、男性 10～14 歳では 5年間で 1

人の転入超過）になった場合を想定した推計となっています。 

 

出所：国立社会保障・人口問題研究所推計（国提供人口推計ツール数値） 

また、推計①と推計②では、同じ合計特殊出生率を使用しており、2020 年（平成 32 年）に

県平均程度、2030 年（平成 42 年）には国の合計特殊出生率の目標値である 1.8 程度、2040

年（平成 52 年）には吉野町民アンケート結果を用い算出した希望出生率 2.1 程度にまで上

昇した場合となっています。 

 

 

 

社人研 

推計① 

推計② 

推計③ 

【合計特殊出生率 単位：人】 

図２６ 

表２ 



       

p. 19 
 

推計②の移動率まで向上しても吉野町の人口減少は止まらず、推計③のように、合計特殊

出生率が 3.2 程度まで上がらなければ、人口は維持できないことがわかります。 

すなわち、国では 2.07 程度の合計特殊出生率が人口置換水準（人口が減少せずに維持

すること）と言われていますが、吉野町の人口構成においては、転出をいくら抑制したとしても、

合計特殊出生率が 3.2 程度まで上がらないと、人口が維持できないということを示しています。 

 【参考：推計パターン別移動率】 

  ◆男性移動率 

 

  ◆女性移動率 

 

推計① 

推計① 

社人研 

社人研 

推計② 推計③ 

推計② 推計③ 

図２７ 

図２８ 
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（２）本町人口の将来展望 

先に示した人口推計の結果を踏まえ、今後の施策展開および今後のまちづくりの方向を総

合的に勘案し、推計①を本町の目標人口とします。具体的に以下のような考え方をもとに目

標人口を設定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：国立社会保障・人口問題研究所推計（国提供人口推計ツール数値） 

 

【目標人口の考え方】 

・目標人口：2020年（平成 32年）に 7,000人程度の維持を目指す。                         

その後は、2040年（平成 52年）目標人口 4,500人を下回らないよう、政策誘導を行う。 

○若者の流出を抑制するとともに Uターンを促す。                        

町内での新規雇用の創出 5人／年を目指す。 

○転入者を増加させるとともに、転出を抑制させる（近接地域への通勤を奨励する）。   

現状と比較し、＋10世帯／年を目指す（ベッドタウン化の推進）。 

○有配偶者率が低い状況を改善するため、20代での結婚を促し、町民の希望出生率に  

早期に近づける。 

図２９ 

表３ 
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◎2040 年（平成 52 年）の人口構造の変化 

◆国立社会保障・人口問題研究所推計（国提供人口推計ツール数値） 人口ピラミッド（総人口３，６２４人） 

 

◆目標人口達成時の人口ピラミッド（総人口４，５６４人） 

 

 

449人（10.9%） 

2,124人（46.5%） 

2,065人（57.0%） 

171人（4.7%） 

1,940人（42.5%） 

1,388人（38.3%） 

図３０ 

図３１ 
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◆目標人口の推計結果 

 

表４ 

【男女計】 

【男性】 

【女性】 
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（３）目標人口到達に向けた今後の方向性 

①自然動態 

国立社会保障人口問題研究所の推計のとおり、合計特殊出生率 0.92～0.96 程度で推移

すると、現在の年間約 25～30 人の出生数が、2040 年（平成 52 年）には 10 人程度まで減少

します。 

今後、吉野町の人口構造を維持・改善していく上で子どもの人数を一定数確保することは

避けられないことから、合計特殊出生率は 2020 年（平成 32 年）に 1.29、2030 年（平成 42 年）

に 1.80 程度、その後吉野町民の希望出生数である 2.10 に近づけるように、子育て支援・人

口誘導策を進めていくことにより、長期に渡りほぼ現状の 30 人前後の出生数を維持すること

ができます。これにより、2040 年（平成 52 年）時点では年少人口比率を 10.9％程度（2010 年

国勢調査時点 7.3％、2040 年社人研推計値 4.7％）まで改善することが見込めます。 

 

◆0～4 歳の人口推移（合計特殊出生率仮定値による） 

 

 

 

政策誘導 

図３２ 

表５ 
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②社会動態 

目標人口に到達するためには、生産年齢人口を中心とした U ターン促進、転出の抑制、

転入者増加策によって社会減の減少幅を抑制していく必要があります。具体的には、社人研

の推計より、1 年間で 10 人から 15 人程度の転入増加（転出抑制）を図ることにより、2040 年

（平成 52 年）時点で人口 4,500 人以上を維持することができます。 

 

◆社会増減の推移（人口移動率補正） 

 

 

 

政策誘導 

図３３ 

表６ 


